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明治後期・大正期における
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—兵庫県における海陸連絡機能の発展一一
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1. はじめに
輸送面から経済活動を支える交通インフラストラクチュアが，近代日本の工業化過程で重要な役
割を果たしたことはいうまでもない。なかでも鉄道は，明治中期以降の路線拡大により交通インフ
ラストラクチュア（以後，ィンフラとする）の主軸へと成長し，それに伴い道路，沿岸海運，河川
舟運からなる伝統的輸送手段は再編成された！）。鉄道を軸とした新たな輸送体系のもとで効率的な
輸送を実現するためには，単に鉄道網を発展させるだけではなく，鉄道以外の交通インフラとの円
滑な接続を図ることが必須の条件で，とりわけ，物資輸送において相互補完的な関係にあった鉄道
と海運との間で連絡機能を充実させることは， 1906年の鉄道国有化とも相侯って中央および地方政
府にとって重要な政策課題となり叫こうした海陸連絡機能の形成過程とそこで政府が果たした役
割を明らかにすることは，鉄道発達後の交通インフラ形成を考察するうえで不可欠の重要性を有し
ている。海陸連絡機能の形成については，これまで横浜港および瀬戸内海沿岸の諸港湾を対象に考
察されているが，そこでは，私鉄の敷設叫物流4)および倉庫業の形成叫こ焦点があてられているため，
政府の役割に関しては十分に論じられてこなかった。また，従来の研究では主に鉄道の側からアプ
ローチが行われてきたが，海陸連絡機能の形成は港湾への鉄道の敷設および港湾設備の改良からな
り，鉄道が敷かれたとしても，それに対応した港湾の施設がなければ海陸連絡の効果は発揮されな
いことから，港湾整備の面から検討を進めることも欠かせない6)。
＊本稿作成の際には慶應義塾大学の杉山伸也教授からご教示をいただいた。本稿で利用した鉄道省文書の
うち運輸省所蔵分は，神戸大学経営経済研究所付属経営分析文献センター所蔵のマイクロフィルムに依
拠し，［ ］内は筆者注である。本研究について財団法人鈴渓学術財団から研究助成 (1997年度）をうけ
た。
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そこで本稿は，こうした点を解明するため，明治後期から大正期の兵庫県における交通インフラ
形成をとりあげる。北は日本海，南は瀬戸内海に面し多数の港湾を擁する兵庫県は伝統的に海運と
の結び付きが強く，日清戦後以降の工業化の進展”から生じた物資輸送円滑化の要請を背景に，東海
道本線と国際貿易港神戸，および山陽本線と瀬戸内海岸諸港湾との連絡が喫緊の課題となり，中央
政府が神戸港を修築して東海道本線との接続を図るいっぼう，地方政府は山陽本線から瀬戸内の港
湾へ私鉄が敷設されたことに対応して港湾修築を行った。兵庫県は，中央および地方政府の双方が
海陸連絡の充実をめざした点で，連絡機能の形成を検討するにふさわしい地域といえよう。兵庫県
の海陸連絡設備については，これまでに神戸築港と私鉄敷設の基本的な経緯がそれぞれ明らかにな
っているが叫形成された連絡機能がどのように機能し，物資輸送にいかなる影響を与えたのかにつ
いては十分検討されたとは言い難<'また，県のおこなった港湾修築の内容も殆ど明らかになって
いない。そこで本稿では，兵庫県の海陸連絡機能の形成を，地域経済および物資輸送の動向をふま
えつつ，鉄道，港湾の両面から検討することにより，そこで政府が果たした役割を解明し，明治後
期，大正期における交通インフラ形成の特色を明らかにしたい。本稿が利用する主な資料は，『神戸
築港問題沿革誌』，「鉄道省文書」，および「兵庫県公文書」である。『神戸築港問題沿革誌』は神戸
港の海陸連絡設備形成に関する一次資料を神戸市がまとめたもので，「鉄道省文書」と「兵庫県公文
書」からは，軽便鉄道敷設および県の港湾修築の経緯がそれぞれ判明する。
2. 兵庫県の産業とその地域性
海陸連絡機能の形成を検討するまえに，その前提となった兵庫県の産業について概観しておこう。
はじめに産業構成の推移を示した表1をみると，農産は絶対額こそ増加しているものの，総生産に
しめる割合は減少傾向にあった。農産の 6割から 7割をしめたのは播州平野を主産地とする米であ
り，これに麦を加えると 8割に達し，米は食用のほか酒造に利用され，麦は播州素麺の原料にもな
った。いっぽう， 1905年に総生産の 6割をしめたエ産の比率は，生産の大幅な拡大により大正期に
は8割に上昇し，当該期の兵庫県は工業を軸とした産業発展を遂げたことが判明する。なお， 1925
年に生産価額が減少したのは戦後恐慌の影響による。つぎに表2から工業生産の構成をみると，兵
庫県のエ産は紡織品を軸に機械器具，化学製品，飲食品からなっており，代表的な品目は，紡織品
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表 1 兵庫県の産業構成
農産 工産 その他
1905 38, 125(32) 70, 741(60) 9,446(8) 
1910 40,832(23) 123, 121(69) 13,215(8) 
1915 43,387 (15) 229,410(80) 15,513(6) 
1920 161,680(15) 833,366(79) 63,547(5) 
1925 132,393 (15) 722,641(80) 49,351(5) 
（注）その他は林産，畜産，鉱産，水産の合計。
（出所） r兵庫県統計書』各年。
合計
118,312(100) 
177,168 (100) 
288,310(100) 
1,058,593 (100) 
904,385(100) 
千円（％）
明治後期・大正期における交通インフラストラクチュアの形成（北原） 131 
表2 兵庫県工業生産の構成
紡織品 機械器具 化学製品 飲食品 その他 合計
1915 23 28 21 20 8 100 
1920 34 23 19 17 8 100 
1925 3 14 18 25 10 100 
（注） 1905, 10年の構成は不明。 （％） 
（出所）「兵庫県統計書」各年。
が綿糸，綿織物，毛織物および毛糸，機械器具が造船，鉄工，鋳物および鉄道車両，化学製品がマ
ッチ，肥料，洋紙，ゴム製品および樟脳，飲食品が酒，砂糖，小麦粉，ビール，醤油および素麺で
あった。『兵庫県統計書』によれば，これら製品の産額は当該期間を通じて増加傾向にあり，それぞ
れがエ産全体に占める割合は比較的安定しており，綿糸が20%前後，織物，酒，造船・鉄工・鋳物
がそれぞれ10%前後をしめ，その他はほぼ5%から 1%の間にあった。
それでは，こうした工業生産にはいかなる地域性があったのだろうか。 1925年のエ産額上位郡市
をみると，神戸市 (38%,エ産総額中の比率），武庫郡 (9%), 川辺郡 (9%), 尼崎市 (5%), 
姫路市 (5%), 加古郡 (4%), 津名郡 (4%), 飾磨郡 (4%), 印南郡 (3%)および西宮市 (3
％）で叫淡路島の津名郡を除き総て本州瀬戸内海沿岸に位置していた（図 1を参照）。このうち，
神戸市に武庫郡，川辺郡，尼崎市，西宮市を加えた阪神地域が全体の64%を，姫路市，加古郡，飾
磨郡，印南郡の播磨地域が16%をしめており，この時点で，第2次大戦後の阪神，播磨工業地帯の
原型が形作られていたことが窺える。こうした工業地域の形成は有力会社の工場立地により進展し
た側面が強く， 1925年時点で阪神，播磨地域の 9郡市に所在した主要工場62ケ所の創業年をみる
と10), 日露戦争が始まった1904年以後の創業が52ケ所と全体の84%をしめ，第 1次大戦前(1904-13
年）に創業したのが20ヶ所 (32%),大戦期 (1914-18年）の創業が16ヶ所 (26%),大戦後 (1919
-25年）の創業は16ヶ所 (26%)で，日露戦後から工業地域の形成が進行したことが11)工場立地の面
???
図1 兵庫県沿岸部 (1925年）
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からも確認でき，また，これら62工場のうち42ケ所 (68%)が少なくとも高度成長期まで存続した
ことは，戦後の工業地帯の基盤が大正期までに形成された裏付けとなろう。
つづいて，1925年を例に品目別生産の地域性を紡織品からみていこう 12)。紡織品は上記の10郡市に
明石市と多可郡を加えた地域で全生産額の87%をしめ，神戸市に鐘淵紡績 (1896年：創業年，以下
同様），尼崎市に大日本紡績 (1891年），川辺郡に大阪合同紡績 (1914年），毛斯綸紡績 (1923年），
伊丹製絨所 (1923年），武庫郡に毛斯綸紡績 (1919年），西宮市に内外綿 (1905年），明石市に大日本
紡績 (1909年），日本毛織 (1925年），加古郡に日本毛織 (1896年），鐘淵紡績 (1909年），印南郡に
日本毛織 (1919年），姫路市に日本毛織 (1914年），日出紡績 (1917年），飾磨郡に福島紡績 (1896,
1913年），龍田紡織(1901年），東洋紡績(1919年），片倉製糸紡績(1920年），津名郡に鐘淵紡績(1900
年）がそれぞれ立地した。機械器具は生産額の79%を神戸市がしめ，尼崎市 (11%) と合わせて90
％に達した。神戸市には川崎造船所(1896,1907, 18年），三菱造船(1905年），三菱電機(1905年），
三菱内燃機 (1920年），神戸製鋼所 (1905年），神戸鉄道局工場 (1900年）が進出し，船舶，諸機械，
鉄道車両等の製作にあたり，尼崎市では，日本電線製造 (1907年），住友伸銅所 (1916年），古河電
気工業 (1916年），久保田鉄工所 (1917年），尼崎伸銅 (1921年）が電線，鉄・銅製品，鋳物等を製
造した。このほか赤穂郡の神戸製鋼所播磨造船工場 (1912年）が船舶の建造を行い，川辺郡の日本
スビンドル製造所 (1918年）は綿糸紡績用の紡錘を製作した。
化学製品の産額は神戸市 (50%),武庫郡 (8%), 川辺郡 (5%), 尼崎市 (7%)の阪神地域と
加古郡 (11%)で全体の81%に及んだ。神戸市はゴム靴，タイヤ等のゴム製品とマッチの大産地で，
多くの中小工場が生産を担い，マッチは神戸港のアジア向け重要輸出品であった。このほか，日本
樟脳 (1890年），台湾総督府専売局神戸支局 (1900年）がセルロイドなどの原料となる樟脳を，合同
油脂グリセリン (1916年）が石鹸やグリセリンの生産に欠かせない硬化油を製造した。武庫郡は大
豆油粕の大産地で，川辺郡には富士製紙(1895年），関西ペイント (1918年），東洋リノリユーム(1920
年），塩野義商店 (1922年），武田商店 (1924年）が進出，洋紙，塗料，リノリューム，医薬品製造
にあたった。尼崎市では，旭硝子 (1907年）と大日本麦酒製場工場 (1918年）がガラス製品を，東
亜セメント (1907年）がセメントを，リバーブラザーズ (1910年）が石鹸を生産した。加古郡の化
学製品は多木製肥所 (1885年）が製造する人造肥料と三菱製紙 (1898年）の洋紙が大宗をしめ，こ
うした郡市に加えて，揖保郡には大日本セルロイドの工場 (1908年）が立地し，セルロイド生地の
製造を行った。いっぽう，飲食品では全生産額の41%をしめる神戸市を筆頭に，武庫郡(18%),川
辺郡 (10%),揖保郡 (8%), 西宮市 (6%)で全体の84%をしめた。神戸市は日本製粉 (1917年），
日清製粉 (1925年），台湾製糖 (1911年），明治製糖 (1923年）の工場が立地したことで小麦粉，砂
糖の大産地となり，このほか中小業者による菓子製造も行われた。武庫郡と西宮市は江戸時代以来
の灘五郷にあたり，清酒醸造地として名高く，大小多数の酒造家が密集し，また，武庫郡では帝国
油脂 (1913年）と豊年製油 (1918年）が食用油の生産を行った。川辺郡では日本麦酒鉱泉 (1907年），
東洋製糖 (1913年），麒麟麦酒 (1918年）および森永製菓 (1922年）が清涼飲料水，砂糖，ビール，
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菓子を製造したほか，伊丹の清酒醸造も活発で，揖保郡は江戸時代以来の特産物であった龍野醤油，
播州素麺の産地として著名であった。
3. 神戸港における海陸連絡機能の形成
(1)築港計画と海陸連絡鉄道の敷設
神戸港の本格的築港計画は日清戦後に神戸市が行った築港調査を嘴矢とする。 1896年5月，神戸
市会は建議案「築港の儀に付意見書」を可決した。これは，神戸港の貿易の拡大に対応するため政
府に築港を求めたもので，その背景には，当時築港計画が進行していた大阪市への対抗意識もみら
れた。 7月に市会は築港調査費を議決し，鳴滝幸恭神戸市長が築港調査のための技師派遣を周布公
平兵庫県知事を通じて内務省に稟請，これをうけた内務省は翌97年の 1月に技師沖野忠雄の派遣を
決定し，築港調査は同年2月から翌98年10月にかけて行われ，それをもとに沖野は築港計画と予算
を作成，内務省に復命した。この計画では，メリケン波止場の東に隣接する小野浜の埋め立てを行
ぃ，そこに繋船用の突堤3本，防波堤1本と海陸連絡鉄道を建設する予定で，工費は1575万円にの
ぼった13)。計画の策定にあたり，沖野は「船舶荷役の便を図る」ことを「最大急務」とし，船舶の「碇
泊」を「安全ならしむべき沖の防波堤」の建設は「後来の企図に譲ることと」した。沖野がこうし
た判断を下した理由としては，神戸港が天然の良港で風波の影響を受けにくい点もあげられるが，
最大の要因は不十分な港湾施設にあった。日清戦争前後の神戸港の貿易額は増加傾向にあったが，
荷役設備は小規模な私設の桟橋と鉄道局の鉄道用品専用桟橋の2本があるのみで，貨物の積み降ろ
しには孵や仲仕を利用する必要があった。そのため，例えば汽船が2,500トンの鉄材を陸揚げする場
合，荷役設備が完備していれば2日程度で済むところ11日を要した。そこで船舶荷役の円滑化が優
先され，繋船用突堤の建造が企図されたのである14)。そして，荷役の更なる効率化を図るべく計画さ
れたのが，東海道線から分岐する海陸連絡鉄道で，沖野は「臨港鉄道停車場敷地」を「新埋立地中
最も便利の場所」に割り当てた15)0
完成した沖野案はまず市会の築港調査委員会に諮られた。委員会では築港予定地が神戸港の東側
に偏する点が問題となり，「全市に対し利便を完からしむる」ため港の西側湊川河口にも 2本の突堤
と防波堤を設け，「東西相侯て発達の途を啓く」ことに決し， 99年6月その旨が市長に報告された。
総工費は4割増加して2200万円となった。これをうけた市会では，沖野が「後来の企図」に託した
防波堤の築造が更に計画に加えられ，議員の要望を総花的に取り入れた結果，最終的な築港計画の
規模は沖野案を大幅に上回り，総工費は2614万円にのぼり，そのうち1495万円を国庫補助に仰ぎ，
残りを市公債1050万円と市税70万円で賄う予定であった。この案は同年11月市長に報告され，翌1900
年1月の市会で可決された後，鳴滝市長は神戸築港を内務，大蔵両大臣に稟請した16)。また，市会は
同年3月に議案「停車場新設並二電線改造二関シ稟申ノ件」を可決した。これは，海陸連絡を図る
ため「新生田川近傍」に「停車場ヲ新設」し，そこに東海道線から「支線」を敷くことを政府に求
めるもので，不十分な港湾設備による「貨物停滞ノ困難」に対応した「応急ノ設備」と位置づけら
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れ，その旨稟申が行われた。しかし，この時期緊縮財政方針をとっていた大蔵省が1500万円近い補
助金の支給を認めなかったため神戸築港予算は開会中の第14議会に上程されず，これをうけた内務
省は同年10月にかけて沖野案をもとに計画を練り直し，総工費と国庫補助金をそれぞれ1200万円と
480万円に減額して大蔵省および鉄道を管轄する逓信省に働きかけたが，財政状況は厳しく，交渉は
不調に終わった17)。ところで，神戸市会は，既に築港計画が確定していたこの時期に，なぜ重複する
内容の稟申を行ったのだろうか。議員達が「港湾修築ノ義目下専ラ計画中二之有」ことを承知して
いたのは言うまでもないが，そのいっぼうで，「港湾修築ノ事」は「巨額ノ費用ヲ要」するうえ「之
ガ完成ヲ期スルニハ尚数年ノ後ヲ侯」つ必要があった18)。政府の財政状況がきびしいなか，確実かつ
早期に海陸連絡を実現する方法として，彼らは築港に比べ少ないエ費で済む臨港鉄道の敷設を一種
の保険として選択したと推測できよう。
このように市会が海陸連絡の充実を急いだ背景には，「内外貿易業者ノ蒙ムルベキ不便」が「紗ナ
カラザル」という現状認識があり，貿易業者自身も政府に働きかけを行った。この運動を主導した
のは，日豪貿易の先駆者で，かねてから神戸港改良の必要性を訴えていた兼松房次郎（兼松商店）
をはじめ，武藤山治（鐘淵紡績兵庫支店支配人），谷井保（日本郵船神戸支店長），呉大五郎（三井
物産神戸支店長），田中市太郎（日本綿花社長），川村利兵衛（内外綿取締役）など神戸，大阪の有
力貿易業者および実業家で，綿業および綿製品の貿易に携わる人々が含まれた点，神戸港の貿易品
目の特徴に照らして興味深い19)。当時，神戸港では綿糸と綿花が最大の輸出入品で， 1902年には綿糸
が輸出額の20%を，綿花は輸入額の46%をしめ， 1903年に輸出された綿糸の30%が大阪 (1位）で，
27%が兵庫(2位）で生産された20)。阪神地域の綿業関係者が貿易設備の充実に向けて積極的に行動
したのも当然といえよう。彼らは1899年12月政府に意見書を提出し，東海道線を神戸税関の小野浜
構内まで分岐延長することを求め，また，上京して政府当局者に海陸連絡の必要性を説いた21)。
こうした官民双方からの働きかけが続いた結果，海陸連絡線の敷設はようやく政府に容れられ，
表3 海陸連絡鉄道貨物取扱量
の推移
貨物量 貨物量
1907 22,941 1917 253,874 
1908 40,042 1918 563,920 
1909 75,480 1919 637,663 
1910 92,725 1920 521,640 
1911 176,071 1921 439,180 
1912 146,433 1922 493,508 
1913 167,336 1923 528,168 
1914 105,945 1924 584,092 
1915 208,128 1925 553,869 
1916 219,332 1926 572,400 
（注）発貨と着貨の合計。 (t) 
（出所）『兵庫県統計書』各年。
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逓信省は1901年12月の第16議会に120万円の予算を提出し，翌1902
年2月に両院を通過した。先の築港計画の国庫補助金に比べると
政府の負担は10分の 1以下であり，鉄道の敷設は財政的にも受け
入れやすかったと思われる。鉄道は東海道線の三宮，住吉両停車
場の中間付近から分岐して小野浜に至り，分岐点には灘停車場が，
終点には小野浜停車場が設けられる計画だった。 1902年4月に測
量が始まり，翌1903年7月に着工，工事は日露戦争のため一時中
断したものの戦後再開され， 1907年7月に竣工， 8月から営業を
開始した22)。しかし，開業当初の海陸連絡鉄道はその機能を十分に
発揮し得なかった。それは，表3に示した海陸連絡線の貨物取扱
量が安定するまで約10年を要していることからも確認できよう。
その第1の要因としては，小野浜に税関の出張所がおかれなかっ
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たことがあげられる。連絡線を利用する場合，通関手続きのため税関・小野浜間を余分に輸送する
必要があり，また，財政的制約から停車場付近に貨物保管用の上屋と倉庫が十分に設置されなかっ
たため，荷主や輸送業者が不便を感じたのである。第2の要因は水深の浅い小野浜海岸の浚渫が行
われなかったことで，荷揚場が4カ所建造されたものの，船や孵は円滑に接岸できなかった23)。要す
るに，鉄道を所管する逓信省の対応には港湾整備の点で自ずと限界があり，それは，本格的な築港
を行って海陸連絡機能の充実をはかる必要性を改めて示す結果となった。そして，こうした点を認
識して築港をめざす運動は，海陸連絡線の開業以前から行われていたのである。
(2)神戸築港と海陸連絡機能の充実
海陸連絡線の実現に取り組んだ兼松ら実業家は， 1900年4月に「貿易調査会」を結成した。この
団体には新たに桜井鉄太郎神戸税関長，服部一三兵庫県知事，坪野平太郎神戸市長が加わって，「港
湾の改良」，「税関の拡張」を「調査考究」し，その成果を踏まえた桜井税関長は小野浜波止場の拡
張案を大蔵省に上申した。この案は，小野浜前面の海を埋め立てて税関施設を拡張し，そこに上屋
と倉庫のほか突堤（桟橋兼用）と桟橋を 1本づつ建設し，桟橋まで海陸連絡鉄道を延長する計画で，
1万トン以上の船舶が繋船できるよう桟橋付近の海底の浚渫も予定されていた。この計画は前節で
指摘した海陸連絡線の問題点を一応解消しうるものであり， 345万円のエ費で， 7年間の継続事業と
された24)。税関長の上申に呼応して服部知事も内務，大蔵両大臣に築港の必要性を内申し，これをう
けた大蔵省は税関臨時工事部に調査を命じ，設計案を作らせた。設計案は1902年の 9月省内の開港
設備調査委員会に諮られ，委員会が築港の必要性を認めた結果，築港予算は1903年の第19議会に提
出された。設計案は総工費が396万円，工期が6年となった他は桜井の案を踏襲したもので，築港と
連絡鉄道の接続により「海陸輸送機関の設備を全ふ」することを目的としていた25)0
築港予算は議会に上程されたが，議決を前に解散が行われ，その後日露戦争が勃発したため築港
は再び棚上げとなった。しかし，戦後に桜井税関長が再度大蔵省に上申し，神戸，大阪両商業会議
所と大日本紡績連合会も神戸税関の設備改善を建議，請願した結果，大蔵省は1906年の第22議会に
前年と同じ築港予算を提出，予算は同年3月に両院を通過し，総工費396万円の 6年継続事業で1906
年度から神戸築港を行うことが確定，同省は神戸に臨時建築部の支部をおき，同年4月から工事に
着手した26)。大蔵省がそれまで消極的であった築港を推進した理由は不明だが，神戸港の貿易設備に
問題があったことは事実であり，省内（税関）からその点を指摘されるに及び，外国貿易の所管官
庁として日本を代表する貿易港の近代化に着手せざるを得なかったと思われる。また，同省が1899
年から税関施設の拡張という形で既に横浜築港を行っていたことも，こうした判断を促す一因とな
ったといえよう。ただ， 396万円のエ費はさきの沖野案と比べても 4分の 1の規模であり，大蔵省が
財源面では緊縮方針を堅持していたことが窺われる。したがって，税関施設を拡張して突堤と桟橋
を1本づつ設け，そこに鉄道を引き込むという設計内容も，海陸連絡機能の必要条件は満たしてい
たものの，連絡機能の充実を目指す立場からみれば未だ改善の余地は残されており，築港が開始さ
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れてからも計画の更なる拡大が企図された。
こうした動きに先鞭をつけたのは水上浩射神戸市長で， 1906年6月築港規模拡大の必要性を説い
た小冊子を個人的に作成，各界に配布して，世論の喚起をはかり，神戸市会も新たに築港委員会を
設けて築港を期成する準備を整えた27)。いっぼう，大蔵省でも築港を担当する臨時建築部が既定の計
画に満足せず，小野浜，小野浜以東，湊川以西の築港を 3期にわたっておこない，港全体を囲む防
波堤を建設するという大計画をたてていた。ただ，建築部も「国家財政に顧慮」せざるを得ず，さ
しあたり 1期工事として小野浜の海面を埋め立てて 4本の繋船突堤と防波堤兼用の突堤1本を築
造，突堤に上屋等の施設を設け，連絡鉄道を延長する方針をとった。それでも総工費は2026万円に
のぼり，全額国が負担する見込みは無かったことから，建築部神戸支部ではエ費の分担を含め設計
案を神戸市に内々に打診し，これをうけた市は築港調査委員会で討議をおこない，費用負担を受け
入れ，政府に築港速成を交渉することに決した28¥
財源の面で慎重な姿勢をとっていた大蔵省において大規模な築港計画が作成されたことは，省内
が一枚岩でなかったことを示しており興味深い。ただ，多額の予算を確保して築港を実現するには
強い政治力が必要であり，その役割を担い築港規模の拡大に貢献したのが時の大蔵大臣阪谷芳郎で
あった。第1次西園寺内閣成立とともに蔵相に就任した阪谷は，「国富の源流は貿易港に在るが故」，
「海陸の交通を便にし運輸の機関を備へ，生産費を減じて以て貿易の隆盛を図るに努め」ねばなら
ないと考えていた。阪谷によれば，これまで日本は「鉄道を延ばすとか航海を奨励する」ことに「カ
を尽し」たが，「海陸の連絡設備」については「大変軽く視」てきた。そのため，「日本の港」には
「海陸を連絡した設備」が無く，「［船と陸との］間に非常の費用が掛か」り，割高な輸送費は，「清
韓に対する商業」において日本が「欧米」との「競争」に「勝利を期する」際の「非常なる欠点」
となっていた？したがって，「どうしても此の海と陸とを連絡する」ことが必要になるが，「日本の
港に皆設備をすることは仲々むづかし」＜，阪谷が「一番今日必要を感じて居る」港としてあげた
のが「横浜神戸」両港であった。そして，日露戦争により「韓国の保護権を獲て之を確実に保全し，
満州には新たに勢力範囲を扶植し」た結果，「阪神地方と満韓との距離」は「著しく近接し」，とく
に「神戸港の修築は一日も之を等閑に付すべから」ざる課題として重要性を持つのである29)。大臣で
ある阪谷がこうした考えをもつことは大蔵省の臨時建築部も承知していたと思われ，それをふまえ
た上で建築部は大規模な築港を企図したと推測できる。
そこで， 1906年9月阪谷は妻木頼黄臨時建築部長らを伴って神戸港を視察し，歓迎の宴席におい
て神戸港改良工事計画を発表した。計画では，小野浜の東西両側の海面を埋め立て，突堤を西側に
4本，東側に 2本建設し，各突堤には上屋，起重機等を設けるとともに連絡鉄道を延長する。そし
て，小野浜沖には防波堤を築く。このほか，兵庫方面（湊川河口）にも桟橋を 2本設け，桟橋には
小野浜同様の設備を施し，新たに山陽本線から海陸連絡鉄道を敷設し，突堤および桟橋付近では浚
渫も予定された。エ費は小野浜方面が2921万円，兵庫方面が149万円で，合計3070万円，工期は小野
浜方面が8年，兵庫方面が4年と見積もられた30)。阪谷の築港案は施設と規模の面で十二分な海陸連
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絡設備を実現するものであったといえよう。
この計画においてもエ費の一部は神戸市の負担とされたため，臨時建築部は横浜築港の例になら
って工費の3分の 1の負担を市にもとめ，神戸市会は満場一致でこれを了承，同年11月に築港費は
大蔵省の予算に編入され，閣議に廻された。ところが， 1907年度予算をめぐっては戦後経営に伴う
各省の要求が集中し，そのうえ軍事費の増加が図られたため，築港予算の閣議通過が不透明な状況
に陥った。そこで，建築部は大蔵省主計局と協議のうえ，築港の実現を確実にするため計画を 2期
に分割して予算の減額をはかり，さしあたり第1期工事として小野浜西側部分の築港を1313万円の
工費で行う方針を打ち出し，原案の維持を主張する阪谷蔵相を説得，水上市長もこれを了承し， 12
月に予算は閣議を通過した。なお，予算書には近い将来に第2期工事を行うことが明記されてい
た31)。こうして，阪谷の計画は規模の面で縮小を余儀なくされたが，それでも既定計画に比べれば突
堤数は2本から 4本に倍増し，陸上施設も備わっており，施設面では十分な内容を備えていたと評
価できよう。むしろ，狭い予算枠のなかで1300万円を超える築港費が認められたうえ，第2期工事
実施の言質まで確保できたことは十分な成果といえ，それを可能にした要因としては，神戸築港が
喫緊の課題であったことに加えて，蔵相が計画を提唱したという点があげられよう。
さて，築港計画は同月中に政府の港湾調査会で，翌1907年1月には技術者や海運関係者を集めた
協議会で了承され，政府は第23議会に築港予算を提出，予算は同年3月に貴衆両院を通過し，神戸
築港が確定した。エ費は1313万9407円で，既定築港費396万円と合わせて1709万9407円にのぼり，そ
のうち神戸市がエ費の 3分の 1に当たる437万円を負担し，1906年度から 8年間の継続事業を予定し
た。起工式は同年9月に阪谷蔵相を迎えて小野浜で行われ，工期を延長して1922年5月に竣工した。
その間，細部の設計変更や物価騰貴のため経費に増減がみられ，最終的な総工費は1509万2037円に
減少し，それに伴い神戸市の負担額も366万9802円となった32)0
そこで，工事完成図（図2)を参照しつつ，築港の成果を検討していこう。 4本の突堤はそれぞ
図2 神戸築港完成図
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れ長さ360m,幅100mで，その間隔は第 1第2突堤間が162mの他は144mであった。防波用護岸で
ある第 1突堤東側を除き各突堤の両面には繋船岸が造られ，そこには 2-3隻の大型船が停泊可能
で，こうした船舶のため突堤間および突堤前面の航路が浚渫された。水深は干潮時で9m,第 1第2
突堤間および両突堤に通じる航路ではllmが確保された。当時アジアを航行する船舶の載貨喫水は
最大でも10mを超えなかったことから十分な水深といえ，第 1第2突堤間の間隔と水深に余裕をも
たせたのは，パナマ運河開通後の大型船来航を予想した措置であった。いっぼう，孵荷役のための
物揚場も 3カ所設けられ，3mの水深が確保された。これらの施設は竣工したものから順次利用され，
1920年には計画当初予想された年間取扱量210万トンに匹敵する209万トンの貨物を扱うに至った。
同年の神戸港輸出入貨物量は449万トンで， 209万トンはその47%にあたるが，第2期築港の予想貨
物取扱量が年間190万トンなので， 1期と 2期の築港が同時に行われていればほぼ400万トンの貨物
が新施設で扱われるはずであった。したがって，209万トンの取扱実績は順調な成果と評価できよう。
突堤上には鉄造上屋が16棟，第 1物揚場には木造上屋が2棟建てられ，総面積は 1万6千坪に及ん
だ。上屋と繋船岸の間には軌道が敷かれ，その上で可動式の起重機が貨物の積み降ろしを行い，軌
道の内側に敷設された鉄道がその貨物を運搬した。また，鉄造および木造上屋の背面にも鉄道が敷
かれ，これらの鉄道はいづれも海陸連絡鉄道を経由して東海道線に接続していた33)0
それでは，こうした設備は連絡鉄道の営業にいかなる影響を与えたのだろうか。表3に示した連
絡鉄道の貨物取扱量の推移を築港の進展に照らして検討していこう。荷役施設のうち最初に竣工し
た第1物揚場と木造上屋が供用されたのが1911年で，この年貨物取扱量は前年比2倍近い伸びを示
し，これ以後，竣工した繋船岸と上屋が順次利用され， 1915年に部分的ながら全突堤で供用が開始
されると取扱量は再び倍増した。ただ，この時点で突堤部分の鉄道は工事中で，上屋と小野浜停車
場間の輸送は荷車，荷馬車などを用いて行われた。鉄道の供用が始まったのは1917年の 1月で，同
月には輸送の便を図るため第2突堤の基部に神戸港荷扱所がおかれ，また，供用開始をうけた鉄道
院は同年3月，小野浜停車場への貨物の集中に対応すべく停車場地先を埋め立て操車場と上屋を新
設する工事を起工， 10月に竣工した。操車場は鉄道の円滑な運行に不可欠の施設であり，翌18年の
貨物取扱量は前年の2倍を上回る増加をみせ，これ以降安定した成績をあげた34)。このように，海陸
連絡鉄道は築港の進展とともにその機能を充実させたといえよう。
つづいて，連絡鉄道の貨物について数量が判明する1924年を例にみていこう。同年の主な貿易品
は輸入が綿花 (36%,輸入総額に対する比率），機械類 (5%), 毛糸 (5%), 羊毛 (4%), およ
び鉄板(4%), 輸出が生糸 (15%,輸出総額に対する比率），羽二重(9%), 富士絹及ポンジー (7
％），生金巾及シーチング (6%), 綾木綿 (4%), および綿糸 (4%)で35), 生糸と絹織物が輸出
の上位に位置するのは，関東大震災で被災した横浜港の輸出を神戸港が代替したことによる。これ
らの品目のうち，連絡鉄道の貨物として確認できるのは綿花，機械類，鉄板，綿織物および綿糸の
5品目で，綿花，綿織物，綿糸は鉄道輸送量と輸出入量の双方が判明する。その他の品目は鉄道統
計の調査対象に含まれず，連絡鉄道で輸送されたか否かは確認できない。そこで，これら 3品目に
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ついて，輸入品は輸入量にしめる発貨の比率を，輸出品は輸出量にしめる着貨の比率を算出すると，
綿花78%,綿織物72%,綿糸10%となる36)。築港施設が1920年に扱った貨物量が神戸港全体の47%だ
ったことを考えると，綿花と綿織物の連絡鉄道利用率は高く，利用率が低い綿糸は何らかの理由で
既存の港湾施設が利用されたと思われる。これらの品目が輸出入品の一部であることはいうまでも
ないが，綿花は最大の輸入品で，綿織物も大戦後綿糸に代わる重要輸出品となっており 37), こうした
商品の交易に海陸連絡設備が積極的に利用されたことは，海陸連絡機能の効率性が評価されたため
と推測できる。第2期工事という課題を残していたとはいえ，交通インフラの接続を図り円滑な物
資輸送を実現するという所期の目的は，ひとまず達成されたと評価できよう。
4. 地方港湾における海陸連絡機能の形成
(1)港湾への鉄道敷設
日露戦後以降の兵庫県では，幹線である東海道本線，山陽本線，福知山線から分岐する支線の建
設が活発化し，その一環として，大正末年までに海陸の連絡をめざす播丹鉄道，別府（べふ）軽便
鉄道，播電鉄道，および赤穂鉄道が敷設され（図3を参照），播磨地域における工業化の進展を背景
に，旅客のほか沿線の生産物とその原料の輸送を担った。そこで，これら 4路線敷設の経緯とその
輸送状況を順次検討していこう。
①播丹鉄道
播丹鉄道はもともと播州鉄道という名称で，沿線の地主，商工業者を軸とした発起人が1910年11
月に政府に敷設を出願した軽便鉄道である。予定路線は高砂港と西脇町をむすぶ本線と，途中分岐
して三木町，北条町にいたる 2つの支線からなり，本線の加古川停車場では山陽本線と連絡してい
た。政府は翌1911年 1月に免許の交付を決定し，発起人は同年5月に資本金180万円で播州鉄道株式
会社を設立， 6月には工事施工を政府に申請し， 9月に認可を得て着工，竣工期限は認可から 2年
山陽本線
／ 
播州および別府軽便鉄道
? ?
播電鉄道 赤穂鉄道
図3 海陸連絡鉄道路線図
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半以内とされた。工事は本線から開始されたが，工費が増加した上に不況のため資金調達がはかど
らず，会社は政府に竣工期限の延長を願い出て，高砂浦（高砂港）・西脇間の本線は1914年9月に，
北条支線は翌15年3月に，三木支線は17年6月にそれぞれ開業した。播州鉄道はこうした路線のほ
か福知山線谷川停車場との接続を図るとともに本線の延長を計画し，西脇・鍛冶屋間が1923年5月
に，野村・谷川間は24年12月に営業を開始したが，この間，大戦不況の影響で業績が悪化し経営危
機に陥ったため， 1923年あらたに播丹鉄道株式会社を設立して鉄道を譲渡し，事業の継続をはかっ
f,38) 
しー 。
播州鉄道の沿線には播州米，播州織，石材や木材，三木町の刃物，金物など伝統的産物が多く，
その輸送を見込んで鉄道が敷設されたことはいうまでもないが，会社が貨物取引先として特に注目
したのは高砂町の三菱製紙と鐘淵紡績の工場であった。両工場は，それまで製品や原料，燃料の輸
送を高砂港の海運および加古川停車場の山陽線に依っており，工場から港，停車場までは車両輸送
を行っていた。播州鉄道は港と停車場を結ぶことにより，こうした物資の輸送を代替したのである。
高砂浦停車場の貨物ヤードは海陸連絡を図るため高砂港に隣接して設けられ，会社は政府に申請し
て本線の開通と同時に院線所属貨車の直通運転を開始，高砂浦では側線を鐘淵紡績の工場に延長し
た。また，翌15年には，山陽線加古川停車場との間に専用鉄道を設けていた加古川町の日本毛織と
燃料輸送の協定を結んで，高砂港に陸揚げされる石炭を高砂浦停車場から工場に発送し， 17年から
は三菱製紙，鐘淵紡績，日本毛織の要望をうけ海運業を兼営し，若松港から高砂港への石炭輸送を
行うに至った39)0 
そこで，こうした工場との輸送関係を1924年を例にみると，同年の高砂港の移入額の第 1位はパ
ルプ(2,203千円），第2位は若松港から移入される石炭(1,840千円）で，両者合わせて移入総額(8,382
千円）の48%をしめた。パルプは移入量4,444トンの殆どが三菱製紙の原料となり，石炭は移入量
25,720トンの 3割にあたる7,236トンが日本毛織のある加古川停車場等に輸送され，残りは主に三菱
製紙と鐘淵紡績の工場で使用された。高砂停車場には山陽線経由でも3,010トンのパルプが輸送され
た。三菱製紙が生産する洋紙は高砂停車場から山陽本線を経て消費地に運ばれ，同停車場の洋紙取
扱高は全国8位の13,369トンにのぼった。同様に鐘淵紡績の原料綿花と綿糸も山陽本線経由で輸送
され，高砂浦停車場の取扱高は綿花が5,655トンで全国15位，綿糸は全国 7位の6,001トンに達し
た40)。本線開業の翌年1915年から1930年の高砂浦および高砂停車場の貨物取扱量をみると，一貫して
播）、卜I(播丹）鉄道全停車場中の 1位と 2位をしめ，その割合は高砂浦が23%前後，高砂が10%前後
で推移しており，全貨物の 3割以上を扱う両停車場が物資輸送の中核として機能していたことが窺
える41)。このように，播丹鉄道は高砂浦停車場における海陸連絡機能および山陽本線との接続を利用
して大工場の輸送需要に対応し，播磨地域の工業化を輸送面から支える役割を果たしたといえよう。
②別府軽便鉄道
別府軽便鉄道は，別府村で多木製肥所を経営する多木久米次郎とその一族が中心となって設立し
た鉄道である。多木は自社で製造する過燐酸肥料や配合肥料の輸送の便をはかるため， 1911年7月
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別府港・山陽本線加古川停車場間の軽便鉄道敷設を政府に出願して，同年10月に免許を受けたが，
この時すでに播州鉄道が加古川・高砂間の鉄道建設に着手していたため，用地取得の面で困難が生
じ，計画は棚上げとなり免許も失効した42)。そこで多木は1913年6月，播州鉄道北在家停車場と別府
港をむすぶ軽便鉄道の敷設を出願，その後，播州鉄道との接続駅を北在家から加古川停車場に近い
野口に変更し，同年11月免許を得た。工事施工の申請は不況や第 1次大戦勃発で株式払い込みが滞
ったため遅延し， 1915年7月に認可を受け，同月に資本金14万円で別府軽便鉄道株式会社が設立さ
れた。工事は翌16年12月に着工したが，土地買収に手間取ったうえ，大戦に伴う輸入の途絶で資材
調達にも遅れが生じたため，政府に竣工期限の延長を願い出て， 1921年8月野ロ・港口停車場間が
開業した。港口停車場は別府港に面した貨物専用駅で，別府港停車場からは隣接する多木製肥所に
側線が敷かれた。また，鉄道の運転管理は接続する播州鉄道に委託され，同年10月から鉄道省およ
び播州鉄道所属の貨車の直通運転が行われた。いっぼう，かねてから山陽本線との直接の連絡を希
望していた会社は， 1919年4月に別府港・山陽線土山停車場間の鉄道延長を出願，翌年 1月に免許
を受け， 21年3月には工事施工の認可を得て，同年11月に着工，土山・別府港間は23年3月に開業
した。土山線が開業すると播州鉄道への運転委託は解消され，会社が自ら管理運行にあたり，新た
に土山停車場経由の省線所属貨車の直通運転も始まった43)。
別府軽便鉄道は多木製肥所の人造肥料とその原料の輸送を主な目的としていた。鉄道開業以前の
人造肥料の輸送は，工場近くの別府港の海運に依るか，土山停車場まで陸送して山陽本線を利用し
ており， 1919年の土山停車場の人造肥料発送量は6,404トンであった。同年の人造肥料の港湾移出量
は不明なため，それが判明する1916年をみると，移出量は73,000トンあまりで鉄道輸送量の10倍を
超え，鉄道敷設以前は海運への依存度が高かったと推測される。これに対して，土山線開通後の1924
年では，別府港停車場から省線経由で輸送された人造肥料は49,240トンに増加し，全国5位の取扱
高となった44)。鉄道が敷かれて陸送の手間が省け，しかも省線との連帯輸送が実現したことで鉄道利
用率が顕著な伸びをみせたことが窺える。同年前後の人造肥料の港湾移出量は不明なため『兵庫県
統計書』で別府港の移出額をみると，当該期間は400万円前後で推移しており，また，この間に移出
品目の構成が変化したとは考えにくいので，24年の肥料移出量も16年と同水準だった可能性が強い。
したがって，鉄道敷設後の移出においても，海運が鉄道と連絡することで優位を保ったが，肥料生
産の増加分の移出は省線経由の鉄道が担ったといえよう。
いっぽう，人造肥料の原料となる燐鉱石，硫酸，硫酸アンモニア，硝石なども鉄道敷設以前は肥
料と同様の輸送方法がとられ，土山停車場が1919年に6,726トンの鉱石類を扱ったのに対して，前段
と同じ理由から1916年の別府港の鉱石類移入量をみると， 55,000トンと鉄道の 8倍にのぽり，原料
移入においても海運の比重が大きかったと思われる。土山線開通後1924年の鉄道移入量は10,046ト
ンとやや増加し，同年の港湾移入量は不明なため，前段と同じく当該期間の移入額をみると500万円
前後で推移しており，移入量も16年と同水準と推測されるから，原料移入の中心は鉄道開通後も海
運にあったといえ45), 別府港に移入された鉱石は港口停車場から別府港停車場の側線経由で工場に
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運ばれたのである。原料移入の伸びが肥料移出の増加に比べて小さかった理由は不明だが，この時
期多木製肥所が過燐酸肥料製造に不可欠な硫酸の自家製造設備の増設を図ったこともその要因のひ
とっとして考えられ46), また，統計に遺漏がある可能性も否定できない。『兵庫県統計書』をみると
別府港停車場の年間貨物取扱量は開業以降増加を続け，土山線の開通後は 6-7万トン台に達した。
港口停車場の貨物量が不明なため，鉄道全体の取扱量と各停車場の比率は算出できないが，これま
での議論から，別府港，港口両停車場が1位と 2位をしめたとみて大過なかろう。このように，別
府軽便鉄道は播州鉄道と同様に海陸連絡機能と山陽本線との連絡により物資輸送に貢献した。同鉄
道は多木製肥所の専用貨物鉄道という側面が強かったが，多木の肥料は三菱製紙高砂支店の洋紙と
ともに加古郡の化学製品生産の大宗をしめており，その意味で別府軽便鉄道は播磨地域の工業化に
貢献したといえよう。
③播電鉄道
播電鉄道はもと龍野電気鉄道という名称で，龍野醤油や揖保素麺など沿線の特産物とその原料の
輸送を主な目的として設立された軌道である。予定路線は網干港・背崎間の本線および途中分岐し
て山陽本線網干停車場と龍野に至る 2つの支線からなり， 1905年3月に敷設が申請され，政府は翌
1906年8月軌道条例に基づいて免許を下付，工事は同年9月に開始され， 1909年3月に全線開業し
た。しかし，軌道には車両数などに制限があったため， 1913年5月会社は政府に願い出て軌道から
軽便鉄道への変更をおこない，輸送力の強化を図った。また，龍野電鉄の経営陣は，同年6月背崎
停車場を起点とし新宮に至る新宮軽便鉄道の敷設を新たに政府に申請，翌月免許を受け， 11月に着
工した。同鉄道は1915年7月に開通し， 20年には社名を播州水力電気鉄道と改めるとともに，龍野
電気鉄道を合併した。しかし，路線の延長や電気事業，娯楽施設の兼営など経営の拡大を図ったこ
とから同鉄道は経営に行き詰まり， 1924年に債権者の日本勧業銀行の申し立てで競売にかけられ，
勧業銀行に次ぐ債権者であった芸備銀行の取締役谷口節によって競落された。政府の許可を受けた
谷口は，同年9月自らが発起人をつとめる新設会社播電鉄道に鉄道の免許と営業権を譲渡し，翌25
年6月に播電鉄道が発足した。なお，鉄道の営業は龍野電鉄の開業以降継続して行われた47)。
播電鉄道の物資輸送には不明な点が多いが，貨物取扱量が判明する1916-30年をみると，取扱量
第1位は網干港停車場で全体の40-50%をしめ， 30%前後をしめる播電龍野停車場がそれに次いで
いる48)。こうした貨物の品目別内訳は不明だが，網干駅停車場に隣接した山陽線網干停車場が1924年
に扱った貨物のうち，味噌醤油2,567トンが発送され，麦類3,529トン，小麦粉1,944トンが到着した
ことが確認できる。醤油は龍野の特産品で小麦を原料とし，小麦粉は沿線で生産される揖保素麺の
原料である。播電鉄道は省線との連帯輸送を行わなかったが，網干駅停車場での貨物の連絡はあっ
たと思われ，こうした物資の大半は播電鉄道経由で輸送されたと推測できよう49)。いっぼう，網干港
停車場における海陸連絡機能については，網干港の港湾移出入品目が不明なため実態はつかめない
が，移出入量が分かる1925年をみると移出が33,394トン，移入が33,406トンにのぼる。そこで，産
業別の移出入量が判明する1912-16年を対象に，移出にしめるエ産物の割合の平均を算出すると48
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％で，これを1925年の移出量に乗じると16,029トンになる。 25年の揖保郡の醤油製造高は15,841ト
ンなので，同年の網干停車場の味噌醤油取扱量が24年と同程度だとすれば，山陽本線経由で移出さ
れた他に，播電鉄道で網干港停車場まで運ばれた醤油が港湾移出された可能性は高いといえる。こ
の点は麦類や小麦粉の移入についてもあてはまろう 50)。実際，龍野電鉄は醤油や素麺の輸送を目的と
して1918年から海運業にも進出している51)0
さて，伝統的産業以外の輸送需要として注目されるのは網干港近くにあった大日本セルロイド網
干工場である。同工場は1908年同地に創業した日本セルロイド人造絹糸の後身で，主力製品である
セルロイド生地や原料の樟脳，燃料等の輸送には鉄道か海運が利用されたとみられ，龍野電鉄は1916
年に工場へ支線を敷設する方針を打ち出した。しかし，この計画は実現せず，また，網干工場は戦
後恐慌の打撃を受け1920年から24年まで閉鎖を余儀なくされた52)。工場の閉鎖は鉄道や港湾移出入
に影響を及ぼしたと予想されるが，現時点で同工場の輸送の詳細は不明である。以上のように，播
電鉄道の物資輸送には不明な部分が多いものの，山陽線との連絡および網干港停車場における海陸
連絡機能を利用して，龍野醤油など播磨地域の伝統的産物の輸送が行われたことは確かといえよう。
④赤穂鉄道
赤穂鉄道は赤穂塩の輸送を主な目的として設立された軽便鉄道で，沿線住民が発起人となり1912
年12月に敷設を出願，翌13年3月に政府は免許を下付した。当初の予定路線は塩屋（赤穂港）・上郡
間の本線と途中分岐して坂越港に至る支線であったが，支線の建設には予想を超える経費を要する
こと，および地形的な問題から上郡では山陽本線との連絡が困難なことが判明したため， 1914年1
月に路線変更が行われ，支線の敷設を中止するとともに，本線の終点を山陽本線有年停車場に変更
した。敷設の免許は会社設立と工事施工認可申請の期限を1914年3月と定めていたが，発起人の減
少および不況による株式払い込みの遅れのため，発起人は 2度にわたり政府に願い出て期限の延長
をはかり，翌15年5月に赤穂鉄道を設立， 6月には工事施工認可を政府に申請し， 11月に認可を受
け，同月中に着工した。竣工期限は17年11月であったが，景気変動や土地買収の遅れのため工事は
はかどらず，期限が4度延長され， 1921年4月に播州赤穂・有年停車場間が開業した。ただ，この
時点でも残った播州赤穂・塩屋間の建設は資金的にめどがつかず，さらに 4度の竣工期限延長を行
ったが， 1925年10月に 5度目の延長を申請すると，政府は開業の見込みが立たないと判断して申請
を却下し，同区間の免許は取り消しとなった53)0 
播州赤穂・塩屋間の鉄道は「赤穂港湾二達スル唯一ノ海陸連絡線」であり，また，塩屋には大蔵
省専売局の出張所と食塩倉庫がおかれたことから，会社は円滑な食塩輸送を行うため，塩屋停車場
から専売局の倉庫に貨物引込線を延長する計画をたてており 54), 同区間の敷設が実現しなかったこ
とは鉄道の物資輸送にも影響を及ぼしたと予想される。貨物取扱量が判明する1925-30年をみると，
取扱量1位は播州赤穂停車場であるが，その比率は 3割から 8割とばらつきが大きく，この点は鉄
道全体の取扱量にもあてはまる 55)。こうした貨物の品目別内訳は不明だが，塩が最重要商品であった
ことは間違いなく， 1924年に山陽本線有年停車場は8,111トンの塩を発送している。赤穂鉄道は省線
57 
144 関西大学『経済論集』第49巻第2号 (1999年9月）
との連帯輸送を行ったので，これらの塩は播州赤穂停車場から送られた可能性がつよいが，それは
同年の赤穂郡の塩生産量45,801トンの18%に過ぎず，鉄道に依らない大部分の塩は赤穂港から移出
されたとみてよかろう 56)。この時期の赤穂港の移出入の状況は不明だが，いづれにせよ，港湾への鉄
道延伸に失敗した赤穂鉄道の海陸連絡機能は十分に発揮されなかったと考えられ，この点は貨物取
扱量が不安定な動きを示した要因としてもあげられよう。
以上の検討から，これら 4つの鉄道は，海陸連絡機能と省線への接続を利用して沿線生産物の輸
送をめざした点で共通しており，赤穂鉄道を除き港湾に隣接した駅が輸送の中核を担ったことは，
物資輸送に果たした海陸連絡機能の重要性を示すといえよう。
(2)港湾整備の進展と海陸連絡機能
中央政府は，日露戦後経営の一環として1906年に港湾調査会をもうけて全国規模の港湾調査をお
こない， 14カ所の重要港湾を指定した。重要港湾は第1種と第2種からなり，第1種の港湾は国が
経営にあたり地方が修築費の一部を負担し，第2種の港湾は地方が経営して国は修築費を補助する
と規定され，その他の港は地方政府が単独で経営する地方港湾と位置づけられた57)。兵庫県では神戸
港が第1種重要港湾に指定され，前章でみたように，その修築が1907年に着工したことから，地方
港湾の整備が重要な政策課題となり，県当局は浚渫や設備の修繕を行って対応したが，こうした措
置は応急的側面が強かったため58),抜本的な港湾整備の必要性が高まり，兵庫県会は1916年12月の通
常議会で「港湾ノ整理」を求める意見書を可決，清野長太郎知事に提出した。意見書は，従来の港
湾政策について「不統一ヲ極メ，何等主義方針ノ一定セサル」ものとした上で，港湾の「整理改善
ノ歩ヲ進」めるためには，「知事主宰ノ下ニーノ調査会ヲ組織」して港湾調査を行う必要性があると
指摘した59)。いっぼう，同年4月に着任したばかりの清野知事も，それまでの県の港湾整備について，
「随時目前利用ノ便否ヲ基準トスルニ過キサルヲ以テ，他日都テ其ノ大成ヲ阻害スルノ虞ナキニ非
ス」と評価しており，「県下港湾二関スル一定ノ方針ヲ確立スル」ため，「港湾調査ノ事業」を行う
方針を打ち出した。そして，「港湾調査」には「最モ慎重二最モ周到ナル注意ヲ払」う必要があると
判断した知事は，県高等官，県会議員や有識者からなる諮問機関，郡部港湾調査委員会の設置を決
定，委員長には県内務部長が就任した60)0
第1回の委員会は翌1917年11月に招集され，知事は県下56港湾の調査を諮問した。調査対象には
商港のほか避難港と漁港も含まれ，調査の目的が包括的な港湾政策の策定にあったことが確認でき
る。諮問をうけた委員会は調査要領の検討を行い，各港湾の沿革，設備，海陸連絡設備，移出入，
船舶の出入，所在地と後背地の生産・消費，修築工事費の概算等の調査項目を決定，同月中に実地
調査を開始した。港湾設備とは別に海陸連絡設備という調査項目がおかれた点は注目に値しよう。
県土木技師の監督のもと土木技手と書記によって行われた調査は1919年3月に終了し，委員会は修
築を行う港の選定に着手した。まず， 1916年時点の移出入量（商港），避難船舶数（避難港），およ
び在籍漁船数（漁港）の上位港22カ所が候補にあがり，港湾分布の均衡と修築の必要性の観点から
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14港が選ばれた（表 4参照）。修築費の概算は857万円にのぽったが，県では 1千万円前後の修築工
費を予定しており，また， 14港の分布に未だ偏りがみられたため，更に 5港が追加され，最終的な
修築港湾は19カ所，工費は1015万円となり，修築工事は1921年から順次実施する予定であった61)。し
かし，この計画は予定通りには進まず，表4に示した如く実際に修築が行われた港湾は10カ所にと
どまり，また，そこには修築港湾ではない別府港が含まれた。この間の経緯と修築工事の具体的内
容は資料の欠如により不明だが，財源不足に加えて， 1937年以降の戦時経済において軍事関連以外
の土木事業が縮小を余儀なくされた62)影響が大きいと思われ，その意味で，港湾整備の課題は第二次
大戦後に持ち越されたといえる。ただ，ここで築港の対象になったのは県が特に修築の必要性を認
めた港湾と考えられ，そうした港に共通する特色を検討すれば，港湾整備に対する地方政府の考え
方が浮き彫りになろう。
修築された港湾は津居山と洲本を除いて本州瀬戸内海岸に位置し，阪神・播磨工業地域が重視さ
れたことが窺える。尼崎港は尼崎市および川辺郡に立地する諸工場の原料，製品輸送を担い，西宮
港では清酒，造酒米の他，港近くの内外綿紡績工場の原料，製品の移出入品が行われた。また，相
生港が築港地に追加された理由は港内に播磨造船所があり将来の発展が見込める点にあった63)。こ
うした工業地域を重視する姿勢は淡路島についてもみられ，唯一築港が行われた洲本では鐘淵紡績
の工場が操業しており，鐘紡の原料，製品輸送は同港移出入の中核をなした。なお，洲本は県下有
数の避難港でもあり，この点は明石，二見両港にも共通する64)。航路の安全を確保するには避難港の
整備が不可欠で，とりわけ瀬戸内海航路の難所明石海峡に面した明石港の修築は喫緊の重要性を有
していたといえよう。いっぼう，こうした点に加え注目されるのが海陸連絡鉄道との関連である。
修築港湾のうち，前節で検討した高砂，別府両港と同様，飾磨港にも海陸連絡機能が備えられてい
た。飾磨港に乗り入れる播但線は1894年に播但鉄道として開業， 1906年に国有化された路線で，終
点の飾磨港停車場は港の構内におかれ，貨物ホームは輸送の便を図るため岸壁に隣接して設けられ
表4 兵庫県の港湾修築（計画と実績）
港湾 位置 修築期間 港湾 位置
尼崎◇ A 1922-26 江井ヶ島◇ A 
飾磨◇ A 1922-24・32-35 畠 大塩◇ A 
修築
明石◇ A 1924-25 網干◇ A 
別府・ A 1924-25・27-29 さ 赤穂◆ A れさ 高砂◇ A 1926-28 な 岩屋◇ B れ
た 洲本◇ B 1927-30 か 志筑◆ B 
胃 西宮◇
つ
福良◇A 1932-33 た B 
相生◆ A 1932-34 胃 湊◆ B 津井山◇ C 1932-36 冨嶋◆ B 
二見◇ A 1933-34 香住◇ C 
（注）◇:最初に修築港湾に選ばれた14港。◆：追加された 5港。
＊：修築段階で追加された港。 A:瀬戸内側。 B:淡路島。
c: 日本海側。
（出所）「兵庫県公文書土19• 土木』（兵庫県公館県政資料館部門所
蔵）により作成。
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た。同港は播磨地方最大の石炭移入港であり，引込線をもつ福島紡績飾磨工場，日出紡績姫路工場，
片倉製糸紡績姫路工場などが播但線経由で燃料の供給をあおぎ，石炭は鉄道省の機関車の燃料とし
ても利用された。また，これら紡績工場の製品の一部は飾磨港から移出され，飾磨港停車場の貨物
取扱額は開業以来，播但線で首位を維持した65)0
ところで，修築港湾の選考からはずれた別府港が修築され，反対に修築港であった赤穂と網干で
は築港が行われなかった。こうした措置がとられた理由を直接示す資料はないが，それを知る手掛
かりは存在する。表4に示したように赤穂港は修築港に追加されたが，その理由について県は，「［赤
穂鉄道］竣工ノ暁二於テハ，本港ノ修築等ニョリ容易二海陸連絡設備ヲ完カラシメ得ヘク」と述べ
ている66)。つまり，県は赤穂鉄道の完成を築港の前提条件と捉えており，そこには，鉄道敷設と築港
が相侯って初めて海陸連絡機能が充実するという認識があったと思われる。ところが，先述した如
く，赤穂鉄道は期待に反して港湾への鉄道延伸に失敗したのである。こうした考え方をもつ県が赤
穂港の修築を取りやめたのは当然の措置といってよかろう。ただその場合も，県は単純に鉄道が敷
かれればよいと考えていた訳ではなかったと推察される。というのは，播電鉄道が乗り入れる網干
港でも修築が中止されたからである。そこで，海陸連絡輸送における播電鉄道とその他の鉄道の相
違をみると，近代的大工場との恒常的取引関係の有無が注目される。播丹鉄道が三菱製紙，鐘淵紡
績，日本毛織の工場と，別府軽便鉄道が多木製肥所と，播但線は福島，日出，片倉の各紡績工場と
それぞれ安定した物資輸送関係にあったのに対して，播電鉄道の場合，大日本セルロイド網干工場
との関係は戦後恐慌により工場が閉鎖されるなど安定を欠き，工場閉鎖の時期は港湾修築の開始時
期と重複していたのである。兵庫県の工業化を担う主要工場を輸送面から支える海陸連絡鉄道を重
視した県は，そうした鉄道と連絡する港の整備を優先したと推測され，別府港もかかる観点から修
築が行われた可能性が強い。海陸連絡機能の形成を重要な一環とした港湾修築を通じて，県は地域
の工業化の基盤を拡充する役割を果たしたといえよう。
4. むすび
以上の考察から，明治後期ー大正期における交通インフラ形成の特質について次のようにまとめ
ることができる。鉄道網が発達した明治後期以降，効率的な輸送を実現するため鉄道と海運の円滑
な連絡が重要な課題となり，兵庫県では，中央政府が神戸港の海陸連絡設備を鉄道，港湾の両面か
ら整備した。いっぼう，兵庫県は県内の港湾調査を実施して地方港湾整備の枠組を定め，その重要
な一環として海陸連絡鉄道を備えた港に対して修築を行った。中央政府の港湾調査会が策定した港
湾整備の枠組では，神戸港が国直轄の第1種重要港湾，地方港湾は府県の管轄であり，兵庫県の事
例は，地方港湾整備の役割を負った県当局が，全国レベルの港湾整備の枠組に沿って地方レベルの
整備の枠組を設け，港湾修築にあたったことを示している。明治後期以降の港湾整備は中央および
地方政府が役割を分担しつつ進行したといえ，そこで重要な課題となったのが海陸連絡機能の形成
であった。
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こうした海陸連絡設備は，兵庫県では工業地域の港に集中して施され，その過程で，県と中央政
府は近代産業生産物の円滑な輸送に重きをおいた。この点は，伝統産業生産物の輸送路の確保が重
要な政策課題であった明治中期以前67)と対照をなしており，工業化の進展とともにインフラ整備の
課題も変容したことが窺われ，兵庫県の事例からは，中央および地方政府が海陸連絡機能の形成を
通じてかかる変化に対応し，輸送面から工業化を促進する役割を果たしたことが指摘できよう。い
っぼう，海陸連絡設備の拡充は輸出入および移出入の促進につながることから，国内外にひろがる
輸送ネットワークの形成をめざしたことが明治後期，大正期における交通インフラ形成のひとつの
特質であった。輸送ネットワークが重視された点は明治中期以前の交通インフラ形成の特質68)と共
通しているが，交通インフラの桐密度が低かった明治中期までは，むしろ各インフラ毎のネットワ
ーク形成が喫緊の課題であり，これに対して，鉄道と海運を軸とした交通網の発達がみられた明治
後期以降には，より円滑な輸送を実現するためインフラ相互の連絡が重要性を増し，海陸連絡機能
の整備，充実が要請されたのである。
さて，本稿が前提とした鉄道中心の輸送体系は自動車輸送の発達に伴い再編成を迫られた。交通
網の再編は第二次大戦をはさみ高度成長期まで長期的に進行したが，大正末・昭和初期には既に一
部の地域で道路輸送と鉄道との競合関係が生じており，自動車交通に対応した道路整備は新たな政
策課題として登場し，戦後に引き継がれたのである。モータリゼーションを背景とした昭和期の交
通インフラ形成のありかたと，そこで政府が果たした役割については今後の課題としたい。
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および同「瀬戸内海沿岸地域における海陸連絡輸送の展開」，『奈良大学紀要』 23(1995年3月）。
4)小風秀雅「横浜港と物流」，横浜市総務局市史編集室編『横浜市史I』第 1巻（上）（横浜市， 1993年，所収），ぉ
よび渡邊恵一「昭和戦前期の横浜における鉄道貨物流通構造」，『市史研究よこはま』第8号 (1995年3月）。
5)老川慶喜「創業期の横浜倉庫」，横浜近代史研究会・横浜開港資料館編「横浜の近代」（日本経済評論社， 1997年，
所収）。
6)その点で，横浜築港を検討した小風，前掲論文 (1993年）は貴重な業績といえる。なお，港湾修築と海陸連絡輸
送を関連づけて検討する必要性は，近代日本の交通史研究を整理，検討した三木理史氏も指摘している（同「近代
日本の地域交通体系研究」，『人文地理』第48巻第1号1996年2月， 80ペー ジ）。
7)例えば， 1919年の兵庫県のエ産額は約8億円で大阪に次ぐ全国2位であった（神立春樹『近代産業地域の形成」
お茶の水書房， 1997年， 55ペー ジ）。
8)神戸開港百年史編集委員会編「神戸開港百年史J建設編（神戸市， 1970年）が築港の基礎的事実を明らかにし，
内海孝「産業資本確立期における神戸築港問題」，『郷土よこはま』第91号 (1981年9月）は築港の政治過程を検討
している。また，三木，前掲論文 (1995年9月）は歴史地理学的視点から海陸連絡鉄道の形成を論じている。
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9)「大正14年兵庫県統計書jから工業生産2千万円以上の郡市をあげた。各郡市の生産額は，神戸市276,708千円，
武庫郡65,436千円，川辺郡62,537千円，尼崎市33,699千円，姫路市32,810千円，加古郡31,467千円，津名郡28,548
千円，飾磨郡27,465千円，印南郡25,273千円，西宮市21,786千円であった。
10)各業種の主要会社の工場を『大正14年兵庫県統計書』の工場一覧から選んだ。
1)石井寛治「地域経済の変化」，佐伯尚美・小宮隆太郎編「日本の土地問題』（東京大学出版会， 1972年，所収），ぉ
よび天野雅敏「産業構造と地域経済」，西川俊作・尾高燒之助・斎藤修編『日本経済の200年』（日本評論社， 1996年，
所収）。
12)以下の記述は，『大正14年兵庫県統計書』と各社社史による。 1925年の生産総額は紡織品が241,152千円，機械器
具が104,019千円，化学製品が133,163千円，飲食品が177,766千円で，紡織品と化学製品は5百万円以上，機械器具
と飲食品は 1千万円以上を生産した郡市を取り上げた。なお，福島紡績は飾磨郡に，川崎造船所は神戸市に複数の
工場を所有した。
13)神戸市編『神戸築港問題沿革誌』（神戸市役所， 1908年）， 7-14ページ，および前掲『神戸開港百年史』， 116-
117ページ。なお，港湾整備をめぐる神戸，大阪両市の対抗関係については，池田清「港湾開発をめぐる都市間競争」，
同『神戸都市財政の研究』（学文社， 1997年，所収）を参照。
14)前掲『神戸築港問題沿革誌』， 13-22,26-28ペー ジ。
15)同上書， 19,29ペー ジ。
16)同上書， 32-43ペー ジ。
17)同上書， 44ページ，および神戸市会事務局編『神戸市会史』第1巻明治編（同事務局， 1968年）， 327-328ペー ジ。
18)前掲『神戸市会史』， 327ペー ジ。
19)同上書， 327ページ，および西川文太郎『兼松濠洲翁』 (1914年）， 85-90ペー ジ。
20)神戸税関編『神戸税関沿革略史』（神戸税関， 1931年）， 171,188ページ，および田中鎮彦編『神戸港」（神戸港編
纂事務所， 1905年）， 38ペー ジ。
21)西川，前掲書， 86頁，および前掲『神戸築港問題沿革誌』， 46ペー ジ。
22)前掲「神戸築港問題沿革誌』， 46-48ペー ジ。
23)「神戸新聞J1909年1月29,30日，および2月2日。
24)西川，前掲書， 86-87ペー ジ，（付録）， 14-15ページ，および前掲『神戸築港問題沿革誌』， 49-53ページ。服部
は1900年10月から，坪野は1901年5月からそれぞれ知事と市長を務めた。
25)前掲『神戸築港問題沿革誌』， 50,54-56ペー ジ。
26)同上書， 50-56ペー ジ。
27)水上浩豹『神戸港ノ現状及改良策』 (1909年），および同上書， 117-123ページ。水上は1905年9月から市長を務
めた。
28)前掲『神戸築港問題沿革誌』， 123-130ペー ジ。
29)阪谷芳郎「港の設備如何は一国に至大の関係あり」，同「日本経済論』（丸山舎， 1912年，所収）， 450-454ペー ジ，
「阪谷次官の演説」，『貿易新報』 1905年1月6, 7日，および「蔵相の演説」，『神戸新聞』 1906年9月17日。
30)前掲『神戸築港問題沿革誌J,132-145ペー ジ。
31)同上書， 170-174,181-186, 191-195ペー ジ，『神戸新聞』1906年9月17日，および内海，前掲論文， 15-18ペ
ージ。第2期工事は1919年に着工されたが，工期が昭和に及び本稿の対象時期を越え，また紙幅に限りがあるため，
ここでは検討しない。
32)同上書， 220-255,260-262, 275, 308ページ，および大蔵大臣官房臨時建築課編『神戸税関海陸運輸連絡設備
概要J(同課， 1922年）， 28-30ペー ジ。
33)前掲『神戸築港問題沿革誌」， 224,228-229ページ，および前掲『神戸税関海陸運輸連絡設備概要J,30-31, 57, 
67-69, 82, 111-112ペー ジ。
34)前掲『神戸税関海陸運輸連絡設備概要』， 105-112ページ，および前掲『神戸開港百年史』， 101,767ペー ジ。
35)『大正13年大日本帝国港湾統計』。輸出および輸入総額にしめる比率が4%以上の品目をあげた。同年の輸出およ
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び輸入総額は5億8千万円と11億8千万円。
36)鉄道省運輸局編「大正13年中鉄道輸送主要貨物数量表』（同局， 1926年），『大正13年大日本帝国港湾統計』，およ
び『大正13年兵庫県統計書」から算出。計算では単位を統一し（次章も同様），綿花の輸入量からは海運による再移
出量を除外した。
37)前掲『神戸税関沿革略史」,165, 168ペー ジ。
38)「鉄道省文書第1門監督・ 2地方鉄道・イ免許・播丹鉄道（元播州鉄道）・自明治44年至大正元年』，「同大正3年』
（以上，交通博物館所蔵），西脇市史編纂委員会編『西脇市史」本篇（西脇市役所， 1983年）， 813-814,817ペー ジ．
および鉄道省編『鉄道停車場一覧』（鉄道省,1926年）， 295-297ペー ジ。
39)前掲『鉄道省文書播丹鉄道（元播州鉄道）・大正3年』，『同大正6年』，『同文書第10門私設鉄道及軌道・ 1雑書・
4営業報告・播丹鉄道・自明治44年至大正9年』（以上，交通博物館所蔵），および播州鉄道株式会社編『播州鉄道
案内』（同社， 1913年）， 5-8ページ。なお，三菱製紙と鐘淵紡績が自社の物資輸送について播州鉄道に働きかけ
を行ったか否かは，資料の制約から確認できない。
40)「大正13年大日本帝国港湾統計』，前掲「大正13年中鉄道輸送主要貨物数量表』，および『鷺城新聞』 1914年9月26
日。なお．高砂港の石炭移入量は再移出量を除いた値。
41)『兵庫県統計書』各年。当該期間の貨物取扱量は高砂浦停車場が5-7万トン台，高砂停車場が2万トン台，鉄道
全体で20-30万トン台を推移した。
42)『鉄道省文書第10門私設鉄道及軌道・ 3軽便鉄道・別府軽便鉄道株式会社・自明治44年至大正2年』（国立公文書
館所蔵）。
43)「鉄道省文書第10門地方鉄道．軌道及陸運・ 2地方鉄道・別府軽便鉄道・自大正2年至大正9年』，「同自大正10年
至昭和2年』（以上．運輸省所蔵）．および多木久米次郎伝記編纂会編『多木久米次郎』（同会， 1958年）， 184-187
ペー ジ。
44)前掲『大正13年中鉄道輸送主要貨物数量表J,鉄道省運輸局編『大正8年中鉄道輸送主要貨物数量表』（同局， 1921
年），および兵庫県編『兵庫県港勢調査報告書』（同県,1919年）， 104ペー ジ。
45)注 (42)に同じ。
46)多木化学百年史編纂委員会編『多木百年史』（多木化学株式会社， 1985年）， 60ペー ジ。
47)『鉄道省文書第10門地方鉄道，軌道及陸運・ 2地方鉄道（元軌道）・播電鉄道（元龍野電気鉄道）・自明治41年至大
正2年』．「同自大正2年至大正5年』，『同自大正9年至大正13年』（以上．国立公文書館所蔵），龍野市史編纂専門
委員会編「龍野市史』第3巻（龍野市， 1985年）， 263-264,269, 444-449ページ．ぉよび同書第6巻 (1983年），
250ペー ジ。
48)『兵庫県統計書』各年。当該期間の貨物取扱量は網干港停車場が1万トン台を，播電龍野停車場が5千ー1万トン
の間を，鉄道全体で2-3万トン台を推移した。
49)前掲『大正13年中鉄道輸送主要貨物数量表』，及び『神戸又新日報』 1909年2月19日。
50)『大正14年兵庫県統計書』．および前掲「兵庫県港勢調査報告書』， 202ペー ジ。
51)「鉄道省文書第10門地方鉄道，軌道及陸運・ 2地方鉄道・播電鉄道（元龍野電気鉄道）・自大正6年至大正9年」
（国立公文書館所蔵）。
52)前掲『龍野市史」第3巻， 443-444ページ，およびダイセル化学工業株式会社社史編修委員会編『ダイセル化学
工業60年史』（同社， 1981年）， 3-12, 17-18ペー ジ。
53)『鉄道省文書第10門私設鉄道及軌道・ 3軽便鉄道・赤穂鉄道株式会社・自大正2年至大正5年』，『同自大正6年至
大正9年』，『同大正10年』，および『同自大正11年至大正15年J(以上，国立公文書館所蔵）。
54)前掲『鉄道省文書赤穂鉄道株式会社・自大正2年至大正5年』，および前掲「鉄道省文書赤穂鉄道株式会社・自大
正11年至大正15年』。
55)『兵庫県統計書』各年。当該期間の貨物取扱量は播州赤穂停車場が1-2万トンの間を，鉄道全体では 1-5万ト
ンの間を推移した。
56)前掲『大正13年中鉄道輸送主要貨物数量表J,および『大正13年兵庫県統計書』。
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57)前掲，拙稿 (1997年），第3章第2節。
58)例えば，『鷺城新聞」 1914年10月3日。
59)「道路並港湾整理ノ為臨時調査会設立二関スル意見書」，兵庫県編『兵庫県会史』第2輯上巻（同県， 1924年）， 1287
-1288ペー ジ。
60)「大正6年11月9日第1回委員会招集ノ際清野知事口述」，および「郡部港湾調査委員設置規定」，『兵庫県公文書
土19• 土木』（兵庫県公館県政資料館部門所蔵）。
61)「郡部港湾調査委員会第1号諮問」，「港湾調査要領」，「設計調査港湾選定ノ説明書」，同上文書，および前掲「兵
庫県港勢調査報告書』， 1-3ペー ジ。
62)兵庫県会事務局編「兵庫県会史』第3輯第3巻（同局， 1956年）， 1531ペー ジ。
63)前掲「設計調査港湾選定ノ説明書」。
64) 1916年の避難船舶数上位3港は洲本 (18,765隻），明石 (16,685隻），二見 (13,335隻）であった（同上「説明書」）。
65)鉄道省運輸局編『港湾と鉄道との関係調書』第1輯（同局， 1921年）， 412,414-415ページ，および『兵庫県統
計書』各年。
66)前掲「設計調査港湾選定ノ説明書」。
67)拙稿「明治前期における交通インフラストラクチュアの形成」，『三田学会雑誌』 90巻1号 (1997年4月），および
前掲，拙稿 (1998年）。
68)同上論文 (1997,98年）。
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